
管理票の交付者は誰か

➡汚染土壌を要措置区域等外へ搬出する者は、汚染土壌の運搬又は処理を他人に委託する場
合には、環境省令に従って、管理票を交付しなければならないこととしています。また、「汚
染土壌を要措置区域等外へ搬出する者」とは、その搬出に関する計画の内容を決定する者で
す。土地の所有者等とその土地を借りて開発行為等を行う開発業者等の関係では、開発業者
等が該当します。また、工事の請負の発注者と受注者の関係では、その施行に関する計画の
内容を決定する責任をどちらが有しているかで異なりますが、一般的には発注者が該当する
ものと考えられます。ただし、受注者がその搬出に関する計画内容を決定する責任を有して
いる場合には受注者が該当すると考えられます。

管理票の記入・交付を他人に代行してもらえるか

➡管理票の交付者は、自ら管理票の記入、交付をしなければなりません。

運搬・処理を自ら行う場合は管理票が必要か

➡汚染土壌の運搬・処理ともに自ら行い、他人に委託することがない場合には、管理票を交
付する必要はありません。

産業廃棄物管理票等の他のものを使ってよいか

➡要措置区域等内の土地の土壌を当該要措置区域等外に搬出する場合で、運搬又は処理を他
人に委託する場合は、規定された様式（土壌汚染対策法施行規則様式第29）の管理票を用い
なければなりません。要措置区域等外の土地の汚染された土壌を運搬する場合（法対象外の
場合）であっても、規定された管理票を使用するようにしてください。

管理票が戻って来ない場合の対処は

➡期日までに管理票の写しが送付されない場合は、管理票交付者は、委託した運搬又は処理
の状況を把握し、その結果を都道府県知事に届け出なければなりません。管理票の写しを送
付されるまでの期間は、運搬受託者からは交付日から40日以内、処理受託者からは交付日
から100日以内と定められています。

管理票を使わないと罰則はあるか

➡管理票の不交付や、管理票への虚偽記載には罰則があります。3月以下の懲役又は30万
円以下の罰金が科せられます。

管理票の写しの電磁的記録による保存とは

➡電磁的記録による保存とは、管理票の記載事項を電子データとして磁気ディスクやシー・
ディー・ロム等の電子記録媒体に保存し、必要に応じて当該管理票を画面表示、印刷できる
保存方法です。管理票は、都道府県知事が汚染土壌が適正に引き渡されているかを事後的な
立入検査等で確認できるようにするため、管理票交付者、運搬受託者及び処理受託者は、そ
れぞれの管理票又は管理票の写しの送付を受けた日から５年間保存しなければならないとさ
れています。この保存については、「環境省の所管する法令に係る民間事業者等が行う書面
の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律施行規則」に基づき、書面に代えて、
電磁的記録による保存を可能としています。
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（参考）　�環境省の所管する法令に係る民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律施行規則
（平成17年環境省令第９号）【平成30年4月1日改正】（抜粋）

（電磁的記録による保存）
　第�4条　民間事業者等が、法第三条第一項の規定に基づき、別表第一の上欄に掲げる法令の同表の下欄に掲げる規定に基づく

書面の保存に代えて当該書面に係る電磁的記録の保存を行う場合は、次に掲げる方法のいずれかにより行わなければならな
い。

一　作成された電磁的記録を民間事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク、シー・ディー・
ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物（以下「磁気ディスク等」という。）を
もって調製するファイルにより保存する方法

二　書面に記録されている事項をスキャナ（これに準ずる画像読取装置を含む。）により読み取ってできた電磁的記録を民間事
業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存する方法

　2　�民間事業者等が、前項各号の規定に基づく電磁的記録の保存を行う場合は、必要に応じ電磁的記録に記録された事項を出
力することにより、直ちに整然とした形式及び明瞭な状態で使用に係る電子計算機その他の機器に表示及び書面を作成で
きなければならない。

（以下略）

【電磁的記録による保存の要件について】

①　管理票のすべての記載事項が電子データ（原本記録）として保存されること。
②　�電子データを記録し保存するための媒体（記録媒体）は、適宣記録媒体を使用するなど
により、法令の要求する保存期間（5年間）の原本記録の適正な保存が確保されること。

③　�管理票に修正が加えられた場合は、修正が加えられた原本記録が新たな原本記録とし
て保存されること。

④　�原本記録は保存期間の満了時点までにおいて、改ざん及び消去できない形で保存され、
又は防止するための措置が講じられていること。

⑤　原本記録は必要に応じて明瞭な状態で画面表示、印刷ができること。
⑥　自治体の求めに応じてCD-R等により報告・提示ができること

１）保存に係る要件

２）保存方法の例

１．スキャナーによる取り込み保存

２．デジタルカメラによる画像の取り込み保存

管理票

管理票

スキャナー

パソコン

プリンタ

磁気ディスク

記録媒体 必要に応じて
画面表示・印刷

CD-Rなど
デジタル
カメラ
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